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報道関係者各位 

                                2024 年 6 月５日 

グリーン購入ネットワーク（GPN） 

 

地方公共団体のグリーン購入取り組みランキングを公表 
―北海道と長崎県の 2団体が満点の評価― 

 

グリーン購入ネットワーク（GPN）（事務局：東京都千代田区、会長：梅田靖）は、全国の地方公共団体

（1,788 団体）を対象にしたグリーン購入取り組みランキング（2023 年度調査）を公表しました。このランキングは

2016 年度に公表を開始し、今回で 9 回目の公表となります。 

 

■ランキング概要 

環境省の「グリーン購入取り組み状況データベース」で公表されている、地方公共団体のグリーン購入、および環境

配慮契約の取り組み情報を基に評価。 

【評価項目と評価基準】 ＊合計 52 点を 100 点満点に換算。 

・ 方針策定状況：グリーン購入調達方針と電力の環境配慮契約方針を策定している場合は、各 3 点（満点 6 点） 

・ 組織的実施状況：グリーン購入法特定調達品目 22 分野に電力を加えた 23 分野において実施していると回答した

分野数×１点（満点 23 点） 

・ 実績：グリーン購入の調達率が 8 割以上、電力の環境配慮契約実績が 5 割以上の分野数×1 点（満点 23 点） 

■評価結果 

①北海道（２年連続）長崎県（７年連続）の２団体が満点となった。満点の評価の自治体は、作成したグリーン

購入調達方針を庁内全体に周知することで、組織的に活動し、グリーン購入法の基本方針に定められている特定

調達品目の 22 分野、および環境配慮契約（電力）の全てに取り組み、かつ、年間の調達量に対して、8 割以上

（電力では 5 割以上）のグリーン購入を実施出来ており、高いレベルで取り組んでいるといえる。（表 1．参考） 

 

②域内の市区町村を含めた都道府県別のランキングは、１位:東京都、２位:神奈川県となった。東京都と神奈川

県は、域内自治体全体のランキングの公表を始めた第 2 回公表以降８年連続して 3 位以内を継続している。 

（表 2．参考） 

 

③全国 1,788 団体の平均点は、昨年より 0.2 点下がり 16.9 点（100 点満点）となった。全体の 68%にあたる

1,240 団体が平均点を下回り、702 団体（39％）が 0 点（回答無しを含む）であった。グリーン購入法で求め

られている組織的にグリーン購入に取り組む方針の策定に着手できていない団体が多いといえる。 

 

④電力の環境配慮契約については、263 団体（15%）が組織的に取り組んでいることが分かった。2050 年の 

CO２排出実質ゼロに向けてゼロカーボンシティ表明や気候非常事態宣言を行っている団体 1,102 団体（3 月末

現在）のうち、222 団体（20％）が組織的な取り組みを実施していると回答しているが、80％がまだ組織的に取

り組めていない。また、0 点の 702 団体には、ゼロカーボンシティ表明や気候非常事態宣言を行っている 325 団体

が含まれており、自治体として一体感のある環境施策を実施できていない状況といえる。（表 3．参考） 
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■梅田 靖 GPN 会長（東京大学）のコメント 

９回目となる地方公共団体のグリーン購入取り組みランキングを公表いたしました。 

観測史上最高の平均気温を記録したという報道を頻繁に耳にするようになり、気候変動対策の実効性がますま

す求められる中、北海道や長崎県といった大口の消費者である地方公共団体が満点を記録し、網羅的且つ高次

元で取り組んでいることは大変勇気づけられる結果となりました。さらに、環境省からグリーン購入調達方針策定の支

援を受けた団体の多くがランキングを上昇させており、支援が成果に結び付いていることが伺えます。 

地方公共団体はその地域の大口の消費者であることから、地方公共団体が率先してグリーン購入や環境配慮契

約を実践することは、環境負荷の削減と同時に、地元企業や市民への波及効果という点でも極めて重要です。地方

公共団体の率先行動により、環境配慮型製品・サービスの市場が広がり、その地域とサプライチェーン全体の環境負

荷削減につながります。 

しかしながら、2050 年 CO₂排出実質ゼロの実現はまだまだ道半ばで、多くの地方公共団体が方針を策定し、組

織的な取り組みへステージアップする必要があります。地方公共団体には、SDGs の目標達成に加え、気候変動対策

やプラスチック資源循環を促進する手法の一つと位置付けて実践していただきたいと思います。また、環境省には、グリ

ーン購入法における地方公共団体の義務化、地方公共団体の調達方針の策定、組織的取り組みの定着に向けた

施策の一層の強化をお願いします。 
 
 

■地方公共団体のグリーン購入取り組みランキング 

グリーン購入ネットワーク（GPN）では、地方公共団体におけるグリーン購入の取り組みの拡大・深化を促すことを目

的に、環境省の「グリーン購入取り組み状況データベース」で公表されている地方公共団体の情報を基に評価していま

す。2016 年度よりランキングを実施しており、今回で 9 回目となります。ランキングの結果について詳しくは GPN のホー

ムページよりご確認ください。 

 

＊内閣府は地方創生 SDGs の取り組みの進捗状況を測るローカル指標として 2022 年 9 月からこの取り組みランキ

ングを採用しました。 

＊「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」とは SDGs に取り組む全国の地方自治体が、目標達成に向けた進捗状況

を計測するための指標として 2019 年８月に内閣府が作成したもので、2022 年 9 月に改定されています。 

（参考）内閣府「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」（P81） 

 

 

○グリーン購入ネットワーク（GPN） 

 グリーン購入を促進するために、1996 年 2 月に設立された、企業・行政・民間団体等による緩やかなネットワーク

組織です。地方公共団体や企業等の組織購入者へグリーン購入の普及啓発を行うとともに、商品分野ごとの購入

ガイドラインの策定、13,000 点を超える商品の環境情報を掲載したデータベース（エコ商品ねっと）の運営等を行

っています。2024 年 3 月末時点の会員数は合計 1,309 団体（企業 1,069、行政 104、民間団体 136）。 

 

グリーン購入ネットワーク(GPN)事務局 担当：武井、竹内、深津 

〒101-0032 東京都千代田区岩本町 1-10-5 TMM ビル 5 階 

TEL:03-5829-6912  FAX:03-5829-6918   E-mail:gpn@gpn.jp   https://www.gpn.jp/  

https://www.env.go.jp/policy/ga/chikoutaitorikumi.html
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/sonota/sdgs_shihyou_risuto_2.pdf
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ランキング評価結果 

 

（表1）地方公共団体（1788団体）のランキング（上位 51位） 

グリーン購入
電力の環境

配慮契約
グリーン購入

電力の環境

配慮契約
グリーン購入

電力の環境

配慮契約

1 北海道 北海道 100 3 3 22 1 22 1

1 長崎県 長崎県 100 3 3 22 1 22 1

3 神奈川県 横浜市 98 3 3 22 1 21 1

3 福岡県 福岡市 98 3 3 22 1 21 1

5 栃木県 栃木県 96 3 3 22 1 20 1

5 東京都 東京都 96 3 3 21 1 21 1

5 愛知県 豊橋市 96 3 3 22 22

5 大阪府 大阪府 96 3 3 22 1 20 1

5 徳島県 徳島県 96 3 3 22 1 20 1

10 埼玉県 川口市 94 3 3 22 1 20

10 埼玉県 久喜市 94 3 22 1 22 1

10 神奈川県 秦野市 94 3 22 1 22 1

10 静岡県 静岡県 94 3 3 22 1 19 1

10 香川県 香川県 94 3 3 22 1 19 1

10 福岡県 福岡県 94 3 3 22 1 19 1

16 大阪府 大阪市 92 3 3 22 1 18 1

16 長崎県 長崎市 92 3 22 1 22

18 宮城県 仙台市 90 3 22 22

18 千葉県 市川市 90 3 3 22 1 18

18 新潟県 新潟市 90 3 3 22 1 18

18 京都府 京都府 90 3 3 22 1 18

18 大阪府 大阪狭山市 90 3 22 22

18 兵庫県 加古川市 90 3 3 22 1 17 1

18 熊本県 熊本県 90 3 22 1 21

18 熊本県 熊本市 90 3 22 1 21

26 福島県 福島県 88 3 3 22 1 17

26 愛知県 愛知県 88 3 3 22 1 17

28 青森県 青森県 87 3 22 1 19

28 長野県 宮田村 87 3 21 21

28 愛知県 安城市 87 3 20 1 20 1

28 滋賀県 滋賀県 87 3 3 21 1 17

28 奈良県 奈良県 87 3 3 22 1 15 1

28 鹿児島県 鹿児島県 87 3 22 20

34 北海道 猿払村 85 22 22

34 山形県 東根市 85 22 22

34 和歌山県 和歌山市 85 3 3 19 1 17 1

34 福岡県 北九州市 85 3 22 19

34 佐賀県 佐賀市 85 3 3 22 1 15

39 神奈川県 川崎市 83 3 3 22 1 14

39 新潟県 刈羽村 83 22 21

39 京都府 京都市 83 3 3 22 1 13 1

39 大阪府 吹田市 83 3 3 22 1 14

39 岡山県 岡山県 83 3 22 1 17

39 香川県 高松市 83 3 3 22 1 14

45 宮城県 丸森町 81 19 1 22

45 栃木県 足利市 81 3 22 1 16

45 新潟県 妙高市 81 3 22 17

45 静岡県 沼津市 81 3 22 17

45 広島県 広島県 81 3 22 1 16

45 佐賀県 佐賀県 81 3 22 17

51 栃木県 佐野市 79 3 22 16

51 福井県 福井県 79 3 22 16

51 愛知県 一宮市 79 3 3 20 1 14

購入・契約分野数

順位

組織的取組

都道府県 市区町村 100点満点

調達方針策定
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（表２）（域内の市区町村を含む）都道府県別の取り組みランキング 

 ＊「変化」は、平均値の昨年度比の増減を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 団体名 平均値 前回平均値 変化 前回順位 順位 団体名 平均値 前回平均値 変化 前回順位

1 東京都 36.3 33.4 ↗ 1 25 岩手県 17.1 18.7 ↘ 24

2 神奈川県 32.5 32.3 ↗ 2 26 岡山県 16.8 17.4 ↘ 25

3 栃木県 30.0 31.3 ↘ 3 27 群馬県 16.4 20.2 ↘ 19

4 愛知県 29.3 26.4 ↗ 5 28 宮城県 14.9 15.5 ↘ 28

5 新潟県 27.4 28.3 ↘ 4 29 福岡県 14.5 13.9 ↗ 32

6 大阪府 26.8 25.8 ↗ 6 30 熊本県 13.8 14.7 ↘ 30

7 埼玉県 25.6 24.1 ↗ 8 31 茨城県 13.6 13.5 ↗ 34

8 静岡県 23.9 25.6 ↘ 7 32 山梨県 13.4 15.2 ↘ 29

9 長崎県 22.6 21.7 ↗ 12 33 大分県 13.3 11.3 ↗ 39

10 愛媛県 22.0 22.8 ↘ 9 34 徳島県 13.2 14.5 ↘ 31

11 福井県 21.9 21.8 ↗ 11 35 岐阜県 12.9 13.2 ↘ 35

12 広島県 21.9 20.9 ↗ 17 36 和歌山県 12.2 13.8 ↘ 33

13 兵庫県 21.6 21.7 ↘ 13 37 長野県 11.9 11.7 ↗ 38

14 富山県 21.5 21.4 ↗ 15 38 佐賀県 11.9 12.5 ↘ 36

15 三重県 20.6 21.3 ↘ 16 39 秋田県 10.1 10.3 ↘ 41

16 千葉県 20.2 19.9 ↗ 20 40 奈良県 9.7 9.2 ↗ 42

17 山口県 20.1 19.7 ↗ 22 41 北海道 9.6 11.0 ↘ 40

18 山形県 20.0 21.6 ↘ 14 42 島根県 8.9 12.4 ↘ 37

19 香川県 19.1 19.8 ↘ 21 43 福島県 8.8 7.5 ↗ 45

20 鳥取県 18.9 22.5 ↘ 10 44 鹿児島県 7.9 8.0 ↘ 43

21 京都府 18.7 20.7 ↘ 18 45 宮崎県 6.8 7.6 ↘ 44

22 石川県 18.3 16.5 ↗ 27 46 青森県 5.7 6.3 ↘ 46

23 滋賀県 17.8 19.1 ↘ 23 47 沖縄県 5.4 4.4 ↗ 47

24 高知県 17.4 16.6 ↗ 26 ↘全国平均　16.9（昨年17.1）
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（表３）ゼロカーボンシティ表明、気候非常事態宣言 1102団体ランキング(上位 48位)  

＊注）ゼロカーボンシティ 1078 団体（2024 年 3 月末時点） 

     気候非常事態宣言団体 137 団体（2024 年 3 月末時点） 

グリーン購入
電力の環境

配慮契約
グリーン購入

電力の環境

配慮契約
グリーン購入

電力の環境

配慮契約

1 北海道 北海道 〇 〇 100 3 3 22 1 22 1 1

1 長崎県 長崎県 〇 100 3 3 22 1 22 1 1

3 神奈川県 横浜市 〇 98 3 3 22 1 21 1 3

3 福岡県 福岡市 〇 98 3 3 22 1 21 1 3

5 栃木県 栃木県 〇 96 3 3 22 1 20 1 5

5 東京都 東京都 〇 〇 96 3 3 21 1 21 1 5

5 愛知県 豊橋市 〇 96 3 3 22 22 5

5 大阪府 大阪府 〇 96 3 3 22 1 20 1 5

5 徳島県 徳島県 〇 96 3 3 22 1 20 1 5

10 埼玉県 川口市 〇 94 3 3 22 1 20 10

10 埼玉県 久喜市 〇 〇 94 3 22 1 22 1 10

10 神奈川県 秦野市 〇 94 3 22 1 22 1 10

10 静岡県 静岡県 〇 94 3 3 22 1 19 1 10

10 香川県 香川県 〇 94 3 3 22 1 19 1 10

10 福岡県 福岡県 〇 94 3 3 22 1 19 1 10

16 大阪府 大阪市 〇 〇 92 3 3 22 1 18 1 16

16 長崎県 長崎市 〇 92 3 22 1 22 16

18 宮城県 仙台市 〇 90 3 22 22 18

18 千葉県 市川市 〇 90 3 3 22 1 18 18

18 新潟県 新潟市 〇 〇 90 3 3 22 1 18 18

18 京都府 京都府 〇 90 3 3 22 1 18 18

18 兵庫県 加古川市 〇 〇 90 3 3 22 1 17 1 18

18 熊本県 熊本県 〇 90 3 22 1 21 18

18 熊本県 熊本市 〇 〇 90 3 22 1 21 18

25 福島県 福島県 〇 88 3 3 22 1 17 26

25 愛知県 愛知県 〇 88 3 3 22 1 17 26

27 青森県 青森県 〇 87 3 22 1 19 28

27 愛知県 安城市 〇 87 3 20 1 20 1 28

27 滋賀県 滋賀県 〇 87 3 3 21 1 17 28

27 奈良県 奈良県 〇 87 3 3 22 1 15 1 28

27 鹿児島県 鹿児島県 〇 87 3 22 20 28

32 北海道 猿払村 〇 85 22 22 34

32 山形県 東根市 〇 85 22 22 34

32 和歌山県 和歌山市 〇 85 3 3 19 1 17 1 34

32 福岡県 北九州市 〇 〇 85 3 22 19 34

32 佐賀県 佐賀市 〇 85 3 3 22 1 15 34

37 神奈川県 川崎市 〇 83 3 3 22 1 14 39

37 京都府 京都市 〇 〇 83 3 3 22 1 13 1 39

37 大阪府 吹田市 〇 〇 83 3 3 22 1 14 39

37 岡山県 岡山県 〇 83 3 22 1 17 39

37 香川県 高松市 〇 83 3 3 22 1 14 39

42 宮城県 丸森町 〇 81 19 1 22 45

42 栃木県 足利市 〇 81 3 22 1 16 45

42 新潟県 妙高市 〇 81 3 22 17 45

42 静岡県 沼津市 〇 81 3 22 17 45

42 広島県 広島県 〇 81 3 22 1 16 45

42 佐賀県 佐賀県 〇 81 3 22 17 45

48 栃木県 佐野市 〇 79 3 22 16 51

48 福井県 福井県 〇 79 3 22 16 51

48 愛知県 一宮市 〇 79 3 3 20 1 14 51

ゼロカーボン

シティ表明

気候非常

事態宣言

調達方針策定

順位 都道府県 市区町村
100点

満点

全国

順位

組織的取組 購入・契約分野数


